
備考

※法第8条

※ＷＧ対応

・　新たな支援の仕組みを導入し，芸術の水準向上に直接的
な牽引力となる創造活動に重点的な支援を行うなど，我が
国の顔として世界に誇れる文化芸術の創造を支援する。

・　芸術の水準向上に直接的な牽引力となる創造活動に対し
て，重点的な支援を行うなど，我が国の顔として世界に誇
れる文化芸術活動を伸長する。

※ＷＧ対応

・　文化芸術活動に関する調査研究を充実するとともに，
「日本版アーツカウンシル（仮称）」に関する試行的な取
組を実施し，専門的な審査・評価・調査研究の一層の充実
を図り，文化芸術活動のＰＤＣＡ（計画，実行，検証，改
善）サイクルを確立する。

・　文化芸術活動に関する調査研究を充実し，その成果等に
基づき審査・評価の一層の充実を図り，その結果等を今後
の支援に適切に反映することにより，文化芸術活動の活性
化を図る。その際，専門的機関を経由して助成する再助成
制度の有効性について検討する。

※ＷＧ対応

・　トップレベルの文化芸術団体と劇場，音楽堂等の文化芸
術拠点とが連携した特色ある取組など，優れた芸術活動を
支援する。

・　トップレベルの文化芸術団体と劇場，音楽堂等の芸術拠
点とが連携した特色ある取組など，優れた芸術活動を促進
する。

※適正化

（ ） 内 優 術 賞 会 術 創

基本的施策：対比表

答申・第３次基本方針（事務局原案） 第２次基本方針（第２）

1．各分野の文化芸術の振興1．各分野の文化芸術の振興

 （同）

（1）芸術の振興

　文化芸術の振興に関する施策を講ずるに当たっては，基本
法に例示されている文化芸術の分野のみならず，例示されて
いない分野についてもその対象とし，基本法における例示の
有無により，その取扱いに差異を設けることなく取り組んで
いく。

（1）芸術の振興

　多様で豊かな芸術を生みだす源泉である芸術家や文化芸術
団体等の自由な発想に基づく創造活動が活発に行われるよう
にするため，より効果的で戦略的な視点を加えながら次の施
策を講ずる。

　多様で豊かな芸術を生み出す源泉である芸術家や文化芸術
団体等の自由な発想に基づく創造活動が活発に行われるよう
にするため，支援の在り方の抜本的見直しや新たな審査・評
価の仕組みの導入など，より効果的で戦略的な視点を加えな
がら次の施策を講ずる。

資料４

1

（同） ・　内外の優れた芸術作品の鑑賞機会を提供し，芸術の創造
の推進に資する芸術祭等の充実を図る。

（同） ・　独立行政法人日本芸術文化振興会は，幅広く多様な文化
芸術を振興し，その普及を図る活動等に対し，芸術文化振
興基金による助成事業等を行う。

（同） ・　より多くの国民に優れた芸術の鑑賞機会を提供するた
め，新国立劇場における公演の充実を図る。

※法第9条

※ＷＧ対応

・　文化庁メディア芸術祭の一層の充実を図るとともに，関
連イベントとの連携を推進する。また，我が国の優れたメ
ディア芸術を積極的に諸外国へ発信する。

・　文化庁メディア芸術祭の一層の充実を図るとともに，メ
ディア芸術分野に関連する大学，美術館等との連携強化を
図り，その創造活動を促進する。また，我が国の優れたメ
ディア芸術を積極的に諸外国へ発信する。

※ＷＧ対応

・　メディア芸術に関する貴重な作品や関連資料等につい
て，文化施設，大学等の連携・協力体制を構築し，所在情
報等のデータベースの整備や，作品のデジタルアーカイブ
化等を推進する。

（新設） ※ＷＧ対応

・　大学や製作現場等と連携しながら若手クリエーターに専
門的研修や作品発表の場を提供することにより，次代を担
う優れた人材を育成する。

・　大学等と連携しながら若手クリエーターに専門的研修や
国際共同制作等の機会を提供することにより，次代を担う
優れた人材を育成する。

※ＷＧ対応

・　日本映画・映像作品の水準向上を図るため，国際的な評
価の高まりを踏まえながら，その製作環境の整備，国内外
への発信や人材育成，国際共同製作に対する支援，東京国
立近代美術館フィルムセンターにおける映画・映像作品の
収集・保管を推進する。

・　日本映画・映像作品の水準向上を図るため，国際的な評
価の高まりや国際共同制作などの進展を踏まえながら，そ
の製作環境の整備，国内外への発信や人材育成に対する支
援，東京国立近代美術館フィルムセンターにおける映画・
映像作品の収集・保管を推進する。

※適正化

　近年の情報通信技術等の進展に伴い，メディア芸術は，広
く国民に親しまれ，新たな芸術の創造や我が国の芸術全体の
活性化を促すとともに，諸外国から「ジャパン・クール」と
して注目を集め，我が国への理解や関心を高める媒体とも
なっていることを踏まえ，次の施策を講ずる。

（2）メディア芸術の振興

　我が国のメディア芸術は，優れた文化的価値を有してお
り，世界的にも高く評価され，我が国のソフトパワーとして
国内外から注目を集めている。メディア芸術の振興は，我が
国の文化芸術振興はもとより，コンテンツ産業や観光の振興
等にも大きな効果を発揮するものであることを踏まえ，次の
施策を講ずる。

（2）メディア芸術の振興
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※法第10条

（同） ・　伝統芸能が有する歴史的・文化的価値の理解・普及を図
るとともに，公演等への支援を行う。その際，我が国の文
化芸術の向上の牽引力となる実演家団体が実施する国内外
の公演活動に対する支援を重視するとともに，伝統的な音
階や技法を用いた新作公演活動の展開も図られるように配
慮する。

（同） ・　国立劇場，国立能楽堂，国立文楽劇場及び国立劇場おき
なわにおける公演や各地域における普及のための公演の充
実を図り，より多くの国民に伝統芸能の鑑賞機会を提供
し，古典の伝承とその活性化を推進する。

（削除） ・　伝統芸能の所作や楽器に触れる体験をする機会の提供を
通じて，伝統芸能に親しむ人々の拡大を図る。特に，子ど
もたちが伝統芸能を身近に親しむことができる機会の充実
を図る。

※8.(3)に集約

・　伝統芸能の持続的な継承を図るため，伝承者の養成への
支援を充実するとともに，伝統芸能の表現に欠くことので
きない用具等の製作・修理等に必要な伝統的技術の継承を
図るため，後継者育成及び原材料の確保に努める。

・　伝統芸能の表現に欠くことのできない用具等の製作・修
理等に必要な伝統的な技術の継承を図るため，後継者育成
及び原材料の確保に努める。

※ＷＧ対応

※法第11条

・　分野の特性に配慮しつつ，芸能の創造活動に対して，重
点的な支援等を行う。

・　芸能の創造活動，人材育成及び普及活動に対して，重点
的な支援等を行う。

※適正化

（同） ・　国立演芸場等における公演の充実を図り，より多くの国
民に芸能の鑑賞機会を提供する。

※法第12条

（3）伝統芸能の継承及び発展

　我が国古来の伝統芸能は，長い歴史と伝統の中から生ま
れ，守り伝えられてきた国民の財産であり，将来にわたって
確実に継承され，発展を図っていく必要があることから，次
の施策を講ずる。

（4）芸能の振興

　芸能の創造活動等が活発に行われるよう，次の施策を講ず
る。

（5）生活文化 国民娯楽及び出版物等の普及

　（同）

　（同）

（3）伝統芸能の継承及び発展

（4）芸能の振興

（5）生活文化 国民娯楽及び出版物等の普及
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※法第12条

・　地方公共団体や関係団体の取組にも留意しつつ，衣食住
に係る文化をはじめ我が国の生活に根ざした「くらしの文
化」の振興を図るとともに，国民の間で定着し，長い間楽
しまれてきた国民娯楽に関する活動を推進する。

・　地方公共団体や関係団体の取組にも留意しつつ，生活に
密着した衣・食・住に係る生活文化や，国民の間で定着
し，長い間楽しまれてきた国民娯楽に関する活動を推進す
る。

※ＷＧ対応

（同） ・　国民生活や社会を支える文化創造の基盤である出版物，
レコード等について，居住する地域等にかかわらず広く普
及し，国民がそれらに身近に親しめるよう必要な環境整備
を図る。

※法第13条

・　国民が文化財を理解し，親しむ機会の充実を図るため，
文化財の特性や保存に配慮しつつ，文化財の魅力が国民に
伝わるよう，文化財の公開及び活用を積極的に推進する。

・　国民が文化財を理解し，親しむ機会の充実を図るため，
文化財の特性や保存に配慮しつつ，情報通信技術や様々な
映像技術など多様な手法も用いて，公開及び活用を推進す
る。特に，史跡等については，必要に応じて史実に基づい
た復元等の整備を行うことにより，国民に分かりやすい形
での公開を促進する。

※ＷＧ対応

・　建造物・史跡等の文化財とその周辺環境の保存及び活用
を図るため，都市行政等他分野との施策の連携を深める。

・　文化財を建造物，美術工芸品等の類型ごとにとらえるの
ではなく，類型の枠を超えて文化財が一定の関連性を持ち
ながら集まったものについては総体としてとらえるなど，
総合的に把握し，保護する方策について検討する。

2．文化財等の保存及び活用

　文化財は，我が国の歴史の営みの中で，自然や風土，社会
や生活を反映して伝承され発展してきたものであり，人々の
情感と精神活動の豊かな軌跡を成すとともに，現代の我が国
の文化を形成する基層となっている。今日の社会構造や国民
の意識の変化等を踏まえ，新たな課題にも積極的に対応する
ことが求められていることから，次の施策を講ずる。

　（同）

※ＷＧ対応
※統合

（5）生活文化，国民娯楽及び出版物等の普及

　生活文化，国民娯楽及び出版物等の普及を図るため，次の
施策を講ずる。

　（同）

（5）生活文化，国民娯楽及び出版物等の普及

（6）文化財等の保存及び活用

・　各市町村における「歴史文化基本構想」の策定の支援な
どにより，その周辺環境も含めた地域の文化財の総合的な
保存・活用を推進する。また，その取組の一環として，
「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」
などを活用し，建造物・史跡等の文化財とその周辺環境の
一体的な保存・活用を図る。
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・　有形の文化財について，文化財を良好な状態に保つため
の日常的な維持管理，適時適切な修理の充実を図る。ま
た，防火・防犯・耐震等の防災対策の取組を計画的かつ継
続的に実施するための支援の充実を図るとともに，所有者
の防災意識の向上を図る取組等を推進する。

・　有形の文化財について，その種別や特性に応じて計画的
に保存・修復を進める。また，地域の多様な文化財を包括
的に保存するための施設等の整備，建造物の安全性の向
上，防火・防犯・震災対策，伝統的建造物群保存地区をは
じめ文化財集中地域等における総合的な防災対策の検討な
ど，防災対策の充実を図る。その際，科学的な調査研究の
成果を生かした取組を推進する。

※ＷＧ対応

・　無形の文化財について，伝承者の確保・養成とともに，
その保存に欠くことのできない用具等の製作・修理等に必
要な伝統的技術の継承を図るための支援を充実する。

・　無形の文化財について，伝承者の確保・養成や，用具の
製作・修理など，保存伝承のための基盤の充実を図るとと
もに，記録映像等の活用を図る。

※ＷＧ対応

・　古墳壁画の保存対策として，関係機関等とも連携してそ
の保存・活用方策を検討する。高松塚古墳壁画及びキトラ
古墳壁画については，引き続き修理を行い適切な保存及び
活用に努める。

・　古墳壁画の保存対策として，高松塚古墳については恒久
保存方針に沿って古墳から取り出された石室の壁画及び石
材の修復を図り，キトラ古墳については剥ぎ取りを行った
壁画の修復を図り，適切な保存及び活用に努める。

※時点修正

（同） ・　文化財の保存技術について，選定保存技術制度の活用等
により，その保存及び継承を図る。

（同） ・　「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」
（平成4年9月30日発効）に基づき，地方公共団体等と連携
して，暫定一覧表への追加を行うなど，我が国の文化遺産
の世界遺産への登録推薦を積極的に進めるとともに，登録
後の文化遺産の適切な保護を図る。

・　独立行政法人国立文化財機構は，科学的・技術的な調査
研究に基づく保存修復において，引き続き中心的な役割を
果たすとともに，文化財の保存修復等に関する研究水準の
向上及び人材の養成に努める。

・　独立行政法人国立博物館及び独立行政法人文化財研究所
は（（注）両法人は平成19年度に統合予定），科学的・技
術的な調査研究に基づく保存修復において，引き続き中心
的な役割を果たすとともに，文化財の保存修復等に関する
研究水準の向上及び人材の養成に努める。

※時点修正

※法第14条

　地域における多様な文化芸術の興隆は，我が国の文化芸術
が発展する源泉となるものである。全国各地において，国民
が生涯を通じて身近に文化芸術に接し，個性豊かな文化芸術

　（同）

3．地域における文化芸術の振興2．地域における文化芸術の振興
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・　国民が，その居住する地域にかかわらず文化芸術に触れ
ることができるよう，多彩な文化芸術の鑑賞機会を充実す
るとともに，各地域における創造活動等を支援し，地域住
民の文化芸術活動への参加を促進する。

・　国民が，その居住する地域にかかわらず文化芸術に触れ
ることができるよう，舞台芸術など様々な文化芸術の鑑賞
機会を充実するとともに，各地域における創造活動等を支
援し，地域住民の文化芸術活動への参加を促進する。

※適正化

・　地域の特色ある文化芸術活動を推進するため，文化施設
などの拠点における意欲的な活動を支援するとともに，特
色ある取組の積極的な発信や発表の機会の拡充を図る。

・　地域の文化芸術活動の指導者や文化芸術団体の育成を図
るとともに，地域間の文化芸術の交流を促進する。

・　各地域における伝統的な文化を継承する活動への地域住
民の参加を促進するため，民間の非営利活動や文化ボラン
ティアによる活動と一層の連携を図るとともに，それらの
自立的な活動を支援する。

・　大学や民間企業，報道機関等を含む関係機関の連携・協
働により，地域文化を振興するとともに，文化力を教育，
福祉，観光等の分野に活用し，地域の活性化を図る取組を
促進する。

・　大学等や報道機関，民間企業などを含む関係機関の連携
により，地域文化を振興するとともに，文化力を観光，教
育，福祉などの分野はもとより広くまちづくりに生かす取
組を促進する。

※適正化

（同） ・　都市と農山漁村の共生・対流の推進の視点も踏まえつ
つ，各地域の歴史等に根ざした個性豊かな祭礼行事，民俗
芸能，伝統工芸等の伝統文化に関する活動の継承・発展
や，生活・生業に関連して形成された文化的景観の保護を
図る。

（同） ・　「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識
の普及及び啓発に関する法律」（平成9年法律第52号）に
基づき，アイヌ文化の振興を図るとともに，アイヌ文化の
伝統等に関する知識の普及及び啓発を図る。

が 涯を通 身近に文化芸術に接 ，個性豊かな文化芸術
活動を活発に行うことができる環境の整備を図る必要がある
ことから，国と地方の適切な役割分担を図りつつ，次の施策
を講ずる。

・　地域の特色ある文化芸術活動を推進するため，文化芸術
拠点における意欲的な活動を支援するとともに，特色ある
取組の発信・発表の機会の充実を図る。また，民間の非営
利活動や文化ボランティア活動の促進を含め，地域におけ
る多様な文化芸術活動の担い手の育成を図る。

※統合
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※法第15条

※ＷＧ対応

・　文化芸術を通じた諸外国との相互理解を促進するため，
我が国の優れた文化芸術の海外公演や海外展，海外の文化
芸術団体と企画段階から協力して行う国際共同制作への支
援を充実するなど，多様で国際的な事業の展開を進める。

・　文化芸術に関する国際的な相互交流を強化するため，文
化芸術団体等の国際交流活動を支援するとともに，海外か
らの参加を得た舞台芸術の交流，作品制作ワークショップ
等，多様で国際的な事業の展開を進める。

※ＷＧ対応

・　国際的な文化芸術拠点を形成するため，我が国で開催さ
れる中核的な国際芸術フェスティバルに対して継続的に支
援するとともに，アーティスト・イン・レジデンス等の取
組や，文化芸術分野における国際会議の日本開催を支援す
る。

（新設） ※ＷＧ対応

・　文化芸術を通じた国際的な都市間連携を進めるため，東
アジア各国の参加を得て，特定の都市において様々な文化
芸術活動を行う取組を支援するなど，東アジアをはじめ世
界各国との国際文化交流を積極的に推進する。

（新設） ※ＷＧ対応

・　国内外の文化人・芸術家等の相互交流・連携や文化交流
の拠点である国立の文化芸術機関等による国際的なネット
ワークの形成を継続して推進する。

・　我が国及び海外の文化人・芸術家等の相互交流・連携や
文化交流の拠点である国立の文化芸術機関等による国際的
なネットワークの形成を継続して推進する。

※適正化

（同） ・　将来の国際交流を担う青少年の国際文化交流等を推進す
ることにより，世界に日本文化を発信することができる人
材の育成を図る。

・　外国人観光客の増加や国際文化交流の推進に大きな効果
を発揮するメディア芸術について，関連の文化施設や大学
等の連携・協力を推進することにより情報拠点を構築し，
我が国のメディア芸術を広く海外に発信する。

・　アジアをはじめとする海外の文化芸術創造活動に資する
よう，我が国のメディア芸術の創造と発信に関する拠点の
形成を図るとともに，広く新しい文化芸術の創造を推進す
る。

※ＷＧ対応

4．国際交流等の推進

　世界の人々の関心と興味を「魅きつける」多様な文化を積
極的かつ効果的に発信するとともに，文化芸術に係る国際的
な交流を進め，日本への理解の深化及び文化芸術による国際
貢献を推進し，我が国及び世界の文化芸術活動の発展に資す
るため，次の施策を講ずる。

　伝統文化から現代文化に至るまで，世界の人々の関心と興
味を魅きつける多様な文化を積極的かつ効果的に発信すると
ともに，文化芸術に係る国際的な交流を進め，我が国への理
解の深化と文化芸術による国際貢献を推進し，我が国及び世
界の文化芸術活動の発展に資するため，次の施策を講ずる。
その際，交流年に係る取組や東アジア各国との相互理解増進
のための取組を重視するとともに，関係府省，国際交流基金
その他の関係機関等が緊密な連携・協力に努める。

3．国際交流等の推進
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我が国のメディア芸術を広く海外に発信する。 る。

（同） ・　魅力ある日本文化を海外に幅広く紹介するため，優れた
日本文学作品の翻訳・普及や，インターネット等を活用し
た日本文化の総合的な情報発信を図る。

・　「海外の文化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関
する法律」（平成18年法律第97号）に基づき，文化遺産国
際協力コンソーシアムを中心に，海外の研究機関等との連
携等を図り，文化遺産国際協力を推進する。

・　「海外の文化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関
する法律」（平成18年法律第97号）に基づき，国内体制の
整備を図りつつ，海外の研究機関等との連携等により，文
化遺産国際協力を推進する。

※ＷＧ対応

（同） ・　「無形文化遺産の保護に関する条約」（平成18年4月20
日発効）に基づき，専門家の派遣・招へい等を通じたアジ
ア・太平洋地域等における無形文化遺産保護活動への協力
を推進する。

（削除） ・　文化芸術に係る国際交流の推進に当たっては，関係府省
及び国際交流基金及びその他の関係機関等が緊密な連携・
協力に努める。

※リード文へ。

※法第16条，第17条

・　高い技術と豊かな芸術性を備えた芸術家等を養成するた
め，新進芸術家等の海外留学や新国立劇場における研修事
業の充実，次代を担う新進芸術家が活動成果を発表する機
会や世界的な芸術家による指導の機会の充実などを図る。

・　高い技術と豊かな芸術性を備えた芸術家等を養成するた
め，新進芸術家等の海外留学や新国立劇場における研修事
業の充実，各分野の文化芸術団体等が行う研修への支援を
図るとともに，次代を担う新進芸術家が活動成果を発表す
る機会や世界的な芸術家による指導の機会の充実などを図
る。

※適正化

・　伝統芸能の伝承者や文化財の保存技術者・技能者，文化
施設や文化芸術団体のアートマネジメント担当者，舞台技
術者・技能者，美術館・博物館における学芸員・各種専門
職員等，幅広い人材の養成及び確保，資質向上のための研
修を充実させ，文化芸術活動を担う人材の育成を図る。

・　伝統芸能の伝承者や文化財の保存技術者・技能者，文化
施設や文化芸術団体のアートマネジメント担当者，舞台技
術者，技能者，学芸員など，幅広い人材の養成及び確保，
資質向上のための研修を充実させ，文化芸術活動を担う人
材の育成を図る。

※ＷＧ対応

（同） ・　文化芸術団体，教育機関などの関係機関が連携し，計画
的・系統的な人材育成を促進する。

5．芸術家等の養成及び確保等

　多様で優れた文化芸術を継承し，発展させ，創造していく
ためには，その担い手として優秀な人材を得ることが不可欠
であることから，次の施策を講ずる。

4．芸術家等の養成及び確保等

　（同）
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（同） ・　大学等や国立の文化施設等における文化芸術に係る教育
及び研究の充実を図る。

※法第18条

・　国語の現状を把握し，その改善を図るため，定期的に国
語に関する調査を実施するとともに，調査の結果を広く周
知し，国語に対する意識の向上と国語力の育成を図る。

・　家庭や地域において，国語に対する意識を高めるため，
言葉に関する講演会の開催や体験活動を推進し，国語力の
育成及び向上を図る。

※時点修正

・　情報化時代に対応する漢字政策の在り方を踏まえて，新
たに示された常用漢字表（平成22年内閣告示●号）等の普
及を図る。

・　情報化時代に対応する漢字政策の在り方についての基本
的な考え方を提示するとともに，その普及を図る。

※時点修正

（同） ・　敬語に関して，具体的な指針の普及を図る。

・ 国内における消滅の危機にある言語・方言について 実 （新設） ※時点修正

6．国語の正しい理解

　言葉は，論理的思考力，表現力，想像力などの基盤であ
り，意思疎通の手段であると同時に，その言葉を母語とする
人々の文化とも深く結び付いている。このような文化の基盤
としての国語の重要性を踏まえ，個々人はもとより，社会全
体としてその重要性を認識し，国語に対する理解を深め，生
涯を通じて国語力を身に付けていく必要があることから，次
の施策を講ずる。

5．国語の正しい理解

　（同）

・　芸術家等がその能力を向上させ，十分に発揮し，自らの
職業や活動に安心して安全に取り組めるよう，芸術家等の
活動環境等に関する諸条件の整備や，社会的な役割に関す
る理解の促進，社会的，経済的及び文化的地位の向上に努
める。

第１　文化芸術の振興の基本的方向
　３．文化芸術の振興に当たって重点的に取り組むべき事項
　（２）配慮事項

ⅰ）芸術家等の地位向上のための条件整備
　芸術家等（基本法第１６条に規定する「芸術家等」をいう。以下同じ。）
が活発な文化芸術活動を行い，優れた文化芸術を国民が享受するとともに，
新たな芸術家等が育成されていくためには，芸術家等がその能力を向上さ
せ，十分に発揮でき，自らの職業や活動に安心して安全に取り組める環境を
整備することが重要である。
　このため，実演家の活動環境や著作権等の契約に関するルールづくりに向
けた自主的な取組を支援するなど芸術家等の文化芸術活動のための諸条件の
整備や，芸術家等の社会的な役割に関する理解の促進，芸術家等に対する積
極的な顕彰等を行い，芸術家等の社会的，経済的及び文化的地位の向上に努
める。

5

・　国内における消滅の危機にある言語・方言について，実
態を把握するとともに，言語・方言の保存・継承のための
取組について調査研究を行い，その成果について普及等を
図る。

（新設） ※時点修正

（同） ・　学校教育において，すべての教科の基本となる国語力を
養うため，教育活動全体を通じてその一層の充実を図る。

（同） ・　学校教育に携わるすべての教員が国語についての意識を
高め，実際に生かしていくことができるよう，学校の教員
の養成及び研修の各段階において，国語力に重点を置いた
取組を進める。

（同） ・　「子どもの読書活動の推進に関する法律」（平成13年法
律第154号）に基づく「子どもの読書活動の推進に関する
基本的な計画」を踏まえ，子どもの自主的な読書活動を推
進するため，読書に親しむ機会の提供や諸条件の整備・充
実等を図る。

（同） ・　「文字・活字文化振興法」（平成17年法律第91号）に基
づき，図書館や学校等において，国民が豊かな文字・活字
文化の恵沢を享受できるよう，環境の整備を図る。

（同） ・　近年の外来語・外国語（いわゆる片仮名言葉）の氾濫な
どの状況や，放送・出版等様々な媒体が人々の言語生活に
及ぼす影響等を考慮し，公用文書等では，国民に分かりや
すい表現を用いるよう努める。それと同時に，国民の言語
への影響に関する関係機関の自覚を求める。

（削除） ・　独立行政法人国立国語研究所や大学等の関係機関におけ
る調査研究の充実を図る。

※時点修正

※法第19条7．日本語教育の普及及び充実

　近年，日本語を学習する外国人は国内外ともに増加してお
り，また，学習の目的も多様化している。このような学習需
要や社会の変化に対応し，外国人の我が国及び我が国の文化
芸術に対する理解の増進に資するよう，次の施策を講ずる。

6．日本語教育の普及及び充実

　（同）
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・　国内における日本語教育を受ける対象者の拡大に対応す
るため，日本語教育の指導内容・方法等の調査研究，日本
語教育教材等の開発及び提供，日本語教育に携わる者の養
成及び研修，関係府省・関係機関が連携した日本語教育の
総合的推進など日本語教育の充実を図る。

・　国内における日本語教育を受ける対象者の拡大に対応す
るため，日本語教育の指導内容・方法等の調査研究，日本
語教育教材等の開発及び提供，日本語教育に携わる者の養
成及び研修など，日本語教育の充実を図る。

※適正化

・　地方公共団体等の関係機関や日本語ボランティア等との
連携・協力により，地域の実情に応じた日本語教室の開設
や，幅広い知識や能力を持つ日本語指導者・ボランティア
やコーディネーターの養成及び研修など，地域における日
本語教育の充実を図る。その際，特に国内に居住する外国
人の生活への総合的支援の一環として，日常生活に必要と
される日本語能力の向上を図る。

・　地方公共団体などの関係機関や日本語ボランティア等と
の連携協力により，地域の実情に応じた日本語教室の開設
や，幅広い知識や能力を持つ日本語ボランティアの養成及
び研修など，地域における日本語教育の充実を図る。その
際，特に国内に居住する外国人の生活への総合的支援の一
環として，日常生活に必要とされる日本語能力の向上を図
る。

※適正化

（同） ・　海外における日本語学習の広がりにこたえるため，日本
語教員等の海外派遣・招へい研修を推進するとともに，イ
ンターネット等の情報通信技術を活用した日本語教材・日
本語教育関係情報の提供を推進する。

※法第20条

・　デジタル化・ネットワーク化に対応した著作権制度上の
課題（保護期間，私的録音録画補償金制度の在り方を含
む）について総合的な検討を行い，必要に応じて法制度の
整備を行う。また，その的確な運用，著作権制度や著作物
の流通に関する調査研究の実施，著作物の流通促進のため
のシステムの構築等を行う。

・　技術の進展などの時代の変化に対応するため，私的録音
録画補償金制度や保護期間の在り方等について検討を進
め，必要に応じて法制度の整備を行う。また，その的確な
運用，著作権制度や著作物の流通に関する調査研究の実
施，著作物の流通促進のためのシステムの構築等を行う。

※時点修正

（同） ・　情報通信技術の発達により，著作権に関する知識や意識
がすべての人々に必要不可欠なものとなっていることか
ら，対象者別セミナーの開催，学校教育，文化庁ホーム
ページを利用した著作権教材の提供など，様々な方法によ
り，著作権に関する知識と意識の普及を図る。

8．著作権等の保護及び利用

　文化芸術の振興の基盤を成す著作権等について，国際的な
動向を踏まえるとともに，「知的財産基本法」（平成14年法
律第122号）及び「知的財産推進計画」（知的財産戦略本部
決定）に沿って，その適切な保護及び公正な利用を図るた
め，次の施策を講ずる。

7．著作権等の保護及び利用

　（同）
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・　海外における我が国の著作物等の海賊版の流通を防止・
撲滅し，文化的創作活動や国際文化交流を推進するため，
侵害国等への働きかけ，海外における著作権制度整備支
援，権利者による権利行使支援，官民連携の強化，諸外国
との連携の強化等を行う。

・　国内外における我が国の著作物等の海賊版の流通を防
止・撲滅し，文化的創作活動や国際文化交流を推進するた
め，侵害国等への働きかけ，海外における著作権制度整備
支援，権利者による権利行使支援，官民連携の強化，諸外
国との連携の強化等を行う。

※適正化

※法第21条

（同） ・　国民が身近に文化芸術を享受できるよう，各地域におけ
る様々な文化芸術の公演，展示等に対する支援を行う。

・　「展覧会における美術品損害の補償に関する法律」に基
づき美術品政府補償制度を導入し，国際レベルの展覧会や
地方巡回展の開催を支援する。

（新設） ※ＷＧ対応

・　国民文化祭の開催をはじめ，国民の文化芸術に対する関
心を喚起したり，文化芸術活動への参加を促したりする機
会の充実を図る。

・　国民文化祭の開催をはじめ，国民の文化芸術に関する参
加や関心を喚起する機会の充実を図る。

※適正化

・　国民の文化芸術活動への参画に資する質の高い文化ボラ
ンティア活動を活発にするため，情報提供，相互交流の推
進などの環境整備を図る。

・　国民の文化芸術活動への参画に資する質の高い文化ボラ
ンティア活動を活発にするため，情報の提供，相互交流の
推進などの環境の整備を図る。

※適正化

（削除） ・　地域や学校等において，文化芸術と国民を結び付ける活
動や，文化芸術を支援する役割を国民自らも幅広く担って
いくサポーター（支援者）の活動を活発にするための環境
整備の方策について検討を進める。

※2.に集約

　国民がその居住する地域にかかわらず等しく文化芸術を鑑
賞し，参加し，創造することができる環境を整備し，心豊か
な社会を実現していくため，特に，高齢者，障害者，青少年
などへのきめ細かい配慮等を図りつつ，次の施策を講ずる。

9．国民の文化芸術活動の充実

（1）国民の鑑賞等の機会の充実

　国民が文化芸術を享受する機会の充実を図るため，次の施
策を講ずる。

（1）国民の鑑賞等の機会の充実

　（同）

8．国民の文化芸術活動の充実

　（同）
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※法第22条

・　文化芸術活動の公演・展示等において，高齢者，障害
者，子育て中の保護者，外国人等が文化芸術を享受しやす
いよう，施設のバリアフリー化，字幕や音声案内サービ
ス，託児サービス，利用料や入館料の軽減など対象者の
ニーズに応じた様々な工夫や配慮等を促進する。

・　文化芸術活動の公演・展示等において，高齢者，障害
者，子育て中の保護者等が文化芸術を享受しやすいよう，
施設のバリアフリー化，字幕や音声案内サービス，託児
サービス，利用料や入館料の軽減など対象者のニーズに応
じた様々な工夫や配慮等を促進する。

※ＷＧ対応

（同） ・　高齢者，障害者，子育て中の保護者等の文化芸術活動を
支援する活動を行う団体等の取組を促進する。

※法第23条

・　次代を担う子どもたちに豊かな創造性，感性等をはぐく
むため，できるだけ小さいころから，子どもたちが多彩な
優れた文化芸術に触れる機会を充実するとともに，教育委
員会や文化施設，文化芸術団体等が実施する取組を奨励す
る。

・　青少年が多種多様な文化芸術に直に触れ，体験できる機
会の充実を図るとともに，学校や文化施設等を拠点とし
て，子どもたちが伝統文化や生活文化を継続的に体験・修
得できる機会の充実を図る。

※ＷＧ対応

（同） ・　青少年を対象とした文化芸術の公演等への支援を行うと
ともに，文化芸術活動の場や機会の充実を図る。

（同） ・　地域の文化芸術活動に携わる人材を養成し，青少年に対
する指導や助言を行う指導者の養成及び確保を促進する。

（同） ・　学校等と連携しつつ，地域の美術館・博物館における教
育普及活動を充実させることにより，子どもたちの芸術に
対する感性や郷土の歴史・文化に対する理解をはぐくむ取
組を促進する。

※法第24条

　青少年の文化芸術活動の充実を図るため，次の施策を講ず
る。

（4）学校教育における文化芸術活動の充実

（2）高齢者，障害者等の文化芸術活動の充実

　高齢者，障害者等の文化芸術活動の充実を図るため，次の
施策を講ずる。

（3）青少年の文化芸術活動の充実

　学校教育における文化芸術活動の充実を図るため，次の施
策を講ずる。

　（同）

（2）高齢者，障害者等の文化芸術活動の充実

　（同）

（3）青少年の文化芸術活動の充実

（4）学校教育における文化芸術活動の充実

　（同）
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（同） ・　初等中等教育から高等教育までを通じて，歴史，伝統，
文化に対する理解を深め，尊重する態度や，文化芸術を愛
好する心情などを涵養し，豊かな心と感性を持った人間を
育てる。

（同） ・　様々な学習機会を活用し，積極的に，文化芸術に関する
体験学習など文化芸術に関する教育の充実を図るととも
に，優れた文化芸術の鑑賞機会の充実を図る。

（同） ・　子どもたちに対する文化芸術の指導を行う教員の資質の
向上を図るとともに，各教科等の授業や部活動等におい
て，優れた地域の芸術家や，文化芸術活動の指導者，文化
財保護に携わる人々等が教員と協力して，指導を行う取組
を促進する。

・　授業において，和楽器を用いたり，長い間親しまれてき
た唱歌，わらべうた，民謡など日本のうたを取り上げたり
するなど，我が国の伝統的な音楽に関する教育が適切に実
施されるよう配慮する。

・　授業において，和楽器を用いたり，長い間親しまれてき
た唱歌，わらべうた，民謡など日本のうたを取り上げるな
ど，我が国の伝統的な音楽に関する教育が適切に実施され
るよう配慮する。

※適正化

※法第25条

・　劇場，音楽堂等において，舞台芸術が創造・発信され，
地域の人々が享受できる機会を充実するため，国と地方公
共団体が役割分担・協力をしつつ，地域の核となる劇場，
音楽堂等の文化芸術活動を支援する。

（新設） ※ＷＧ対応

・　劇場，音楽堂等が優れた文化芸術の創造・発信等に係る
機能を十分に発揮できるようにするため，その法的基盤の
整備についても早急に具体的な検討を行う。

・　法的基盤の整備や税制上の措置などの方策により，劇
場，音楽堂等の活動の円滑化，活発化を図る。

※ＷＧ対応

10．文化芸術拠点の充実等

（1）劇場，音楽堂等の充実

　劇場，音楽堂等が，優れた文化芸術の創造，交流，発信の
拠点や，地域住民の身近な文化芸術活動の場として積極的に
活用され，その機能・役割が十分に発揮できるよう，次の施
策を講ずる。

　（同）

策 講ず 。

9．文化芸術拠点の充実等

（1）劇場，音楽堂等の充実
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（同） ・　国立劇場や新国立劇場等における公演の充実を図り，よ
り多くの国民に質の高い文化芸術の鑑賞機会を提供するな
ど，国立施設としてふさわしい活動を推進するとともに，
そのために必要な安全かつ良好な施設環境を整備する。

・　各地域の劇場，音楽堂等における活動が適切かつ安全に
行われるよう，また，施設の管理運営等に関し，それぞれ
の目的等に応じ，長期的かつ継続的な視点に立って，多様
な手法を活用したサービスの向上，運営の効率化等の配慮
が行われるよう，必要な情報の提供を行う。

・　各地域の劇場，音楽堂等における活動が適切かつ安全に
行われるよう，環境の整備を図るとともに，施設の管理運
営等に関し，それぞれの目的等に応じ，長期的かつ継続的
な視点に立って，多様な手法を活用したサービスの向上，
運営の効率化等の配慮が行われるよう促進する。

※適正化

・　各地域の劇場，音楽堂等の創造活動等への支援，芸術家
やアートマネジメント担当者，舞台技術者等の配置等の支
援，情報の提供などを充実するとともに，他の劇場，音楽
堂，学校等と連携した活動を促進する。

・　劇場，音楽堂等における活動に不可欠なアートマネジメ
ント担当者，舞台技術者・技能者，文化施設の職員等の資
質向上のための研修の充実を図る。

※法第26条

※ＷＧ対応

・　美術館，博物館等が，地域の文化芸術の中核となり，長
期的かつ継続的な視点に立った運営を行い，他の文化施設
や学校等と連携を促進するなど，質の高い活動を活発に展
開するよう，支援を行う。

・　美術館，博物館等に対する適切な評価の在り方につい
て，検討を進める。

（2）美術館，博物館，図書館等の充実

　国民の要望の多様化，高度化を踏まえ，美術館，博物館，
図書館等が優れた文化芸術の創造，交流，発信の拠点や，地
域住民の文化芸術活動の場として積極的に活用され，その機
能・役割が十分に発揮できるよう，次の施策を講ずる。

（2）美術館，博物館，図書館等の充実

　美術館，博物館，図書館等が優れた文化芸術の創造，交
流，発信の拠点のみならず，地域の生涯学習活動，国際交流
活動，ボランティア活動や観光等の拠点としても積極的に活
用され，地域住民の文化芸術活動の場やコミュニケーショ
ン，感性教育，地域ブランドづくりの場としてその機能・役
割が十分に発揮できるよう，次の施策を講ずる。

① 美術館，博物館等の充実

　我が国の美術館，博物館等が国際的に遜色のない活動を
展開できるよう，企画展示技術の向上や文化財等の適切な
保存管理の徹底を図るとともに，適切な事業評価に取り組
む。また，地域の美術館，博物館等の館種や設置者の枠を
超えた連携・協力を促進する。

・

① 美術館，博物館等の充実

※ＷＧ対応
※統合

・　各地域の劇場，音楽堂等の創造活動や，芸術家，アート
マネジメント担当者，舞台技術者等の配置・研修等への支
援，情報提供等を充実するとともに，他の劇場，音楽堂，
学校等と連携した活動を促進する。

※統合
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・　美術館，博物館等の質の高い活動を支える人材を確保す
るため，学芸員や教育普及等を担う専門職員の研修の充実
を図る。また，美術館，博物館等の管理・運営や美術作品
等の保存・修復，履歴の管理等を担う専門職員を養成する
ための研修の充実を図る。

・　魅力ある施設づくりの核となる学芸員等の資質向上のた
めの研修の充実を図る。

※ＷＧ対応

・　美術館，博物館等に対する指定管理者制度の導入に関
し，ガイドラインを作成するなど，より安定的かつ継続的
な活動が行えるよう留意する。

（新設） ※ＷＧ対応

（同） ・　登録美術品制度の活用を引き続き推進し，所蔵品の充実
や安定した公開を図る。

・　優れた文化財，美術作品等を積極的に保存・公開するた
め，所蔵品の目録(資料台帳)を整備を促すとともに，書誌
情報やデジタル画像等のアーカイブ化を促進する。

・　優れた文化財，美術品等を積極的に保存・公開するた
め，所蔵品に関する情報のデジタル化を推進する。

※ＷＧ対応

（同） ・　独立行政法人国立美術館が，我が国の美術振興の中心的
拠点として，国民の感性をはぐくみ，新しい芸術創造活動
を推進するための機能の充実を図る。

・　独立行政法人国立文化財機構が，我が国の文化財施策の
一翼を担う機関として，国民の宝である文化財を収集・保
存し，次世代へ適切に継承するための機能の充実を図る。

・　独立行政法人国立博物館及び独立行政法人文化財研究所
が，我が国の文化財施策の一翼を担う機関として，国民の
宝である文化財を収集・保存し，次世代へ適切に継承する
ための機能の充実を図る。

※時点修正

（同） ・　図書館が，資料や情報等の継続的な収集，調査研究への
支援や資料の利用相談，時事情報の提供等の機能を充実さ
せることにより，地域を支える情報拠点となるよう，先進
事例の収集・情報提供や図書館の充実方策を提示するなど
の支援を行う。

（同） ・　地域や住民にとって役に立つ，魅力ある図書館づくりの
核となる司書等の資質向上を図るため，研修等の充実を図
る。

② 図書館の充実 ② 図書館の充実
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※法第27条

（同） ・　各地域の文化施設や公民館等の社会教育施設について，
地域の芸術家，文化芸術団体，住民等が円滑に利用しやす
い運営を促進する。

（同） ・　学校施設については，学校教育に支障のない限り学校教
育以外の利用が認められていることや，学校教育に利用さ
れる見込みのない教室や廃校施設については，様々な用途
への転用が可能となっていることを踏まえ，地域の芸術
家，文化芸術団体，住民等の公演・展示や練習の場とし
て，また，文化芸術作品等の保存場所としての利用を促進
する。

（同） ・　学校や文化施設以外の様々な施設においても，地域の芸
術家，文化芸術団体，住民等の文化芸術活動への幅広い利
用を促進する。

※法第28条

（同） ・　公共の建物等の施設の整備に際して，建物の外観等が，
周囲の自然的環境や景観，地域の歴史，文化等との調和が
とれたものとなるよう，形状，色彩，デザイン等について
配慮するよう努める。

※法第29条

※ＷＧ対応・　我が国の多様な文化芸術，映画・映像，文化財等の情報
について，デジタル技術，インターネット等を活用して
ネットワーク化，アーカイブ化するなど，保存，展示，国

11．その他の基盤の整備等

（4）公共の建物等の建築に当たっての配慮

（3）地域における文化芸術活動の場の充実

　（同）

（4）公共の建物等の建築に当たっての配慮

・　我が国の多様な文化芸術，映画・映像，文化財等の情報
について，デジタル技術，インターネット，ＣＤ－ＲＯＭ
等を活用して，ネットワーク化するなど，保存，展示，国

（1）情報通信技術の活用の推進

　情報通信技術の活用は，文化芸術の創造活動のみならず，
その成果の普及や享受を通じて，人と人との結び付きを強
め，協働・共生社会の実現に資するなど，多様で広範な文化
芸術活動の展開に貢献するものであることから，次の施策を
講ずる。

（3）地域における文化芸術活動の場の充実

　国民が身近に，かつ，気軽に文化芸術活動を行うことがで
きる場の充実を図るため，次の施策を講ずる。

10．その他の基盤の整備等

（1）情報通信技術の活用の推進

　（同）
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（同） ・　メディア芸術祭等において，科学技術の活用等を通じた
文化芸術の振興に関する取組を推進する。

（同） ・　文化芸術関係者の情報通信技術の活用の推進を図るため
の取組を促進する。

※法第30条

・　国内外の文化芸術に関する各種の情報や資料の収集・保
存(アーカイブの構築)及び活用方法について検討を行い，
国立国会図書館をはじめとする関係機関と連携し，国と民
間，国と地方公共団体との役割分担を図りつつ，国民に提
供する。

・　国内外の文化芸術に関する各種の情報や資料の保存・活
用方法について検討し，国と民間，国と地方公共団体の役
割分担を図りつつ，国民に提供する。

※ＷＧ対応

（同） ・　国内外の文化芸術関係者等が，国の文化芸術の振興に関
する施策の内容や，国内外の文化芸術に関する各種の情
報，専門的知識等を把握することができるよう，情報通信
技術など様々な方法を活用して，積極的に提供していくと
ともに，相談，助言等の窓口機能の整備を図る。

・　地方公共団体，文化芸術団体等による情報提供のための
取組を促進する。

・　地方公共団体，芸術情報プラザなどの文化芸術団体等に
よる情報提供のための取組を促進する。

※時点修正

※法第31条

・　文化芸術を支える活動を促進するための税制の在り方を
検討するとともに，寄附文化を醸成するための税制上の措
置の活用等を講ずるよう努める。

・　文化芸術を支える民間（企業，団体，個人等）の支援を
促進するとともに，寄附文化を醸成するための税制上の措
置の活用等を講ずるよう努める。

※ＷＧ対応

ネットワ ク化，ア カイブ化するなど，保存，展示，国
内外への公開等を推進する。その際，学校教育における活
用の促進の観点から，子どもたちが理解しやすいものとす
ることにも留意する。

等を活用して，ネットワ ク化するなど，保存，展示，国
内外への公開等を推進する。その際，学校教育における活
用の促進の観点から，子どもたちが理解しやすいものとす
ることにも留意する。

（2）地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等

　地方公共団体，芸術家等，文化芸術団体，ＮＰＯ，ＮＧ
Ｏ，文化ボランティア等が行う文化芸術の振興のための取組
を促進するため，次の施策を講ずる。

（3）民間の支援活動の活性化等

　個人や企業・団体等が文化芸術活動に対して行う支援活動
を促進するため，次の施策を講ずる。

（3）民間の支援活動の活性化等

　（同）

（2）地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等

　（同）
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（同） ・　文化芸術関係者をはじめ，広く国民に対して，文化芸術
活動に対する寄附等に関する税制措置の現状，企業等によ
る支援活動の状況，多様な方法による文化芸術活動への支
援の事例などについて，文化芸術団体等と連携しつつ，情
報の収集及び提供を行う。

※法第32条

・　施策の実施に際しては，関係府省間の連携・協働を一層
推進するとともに，国，地方公共団体，企業，芸術家等，
文化芸術団体，ＮＰＯ，ＮＧＯ，文化ボランティア，文化
施設，社会教育施設，教育研究機関，報道機関等の関係機
関等が各々の役割を明確化するとともに，相互の連携強化
を図る。

・　施策の実施に際しては，関係府省間の連携・協力を一層
推進するとともに，国，地方公共団体，企業，芸術家等，
文化芸術団体，ＮＰＯ，ＮＧＯ，文化ボランティア，文化
施設，社会教育施設，教育研究機関，報道機関などの間の
連携を強化する。

※ＷＧ対応

（同） ・　文化芸術と教育，福祉，医療その他の分野の連携によ
り，地域で人々が様々な場で文化芸術を鑑賞し，参加し，
創造することができるよう，芸術家等及び文化芸術団体
と，学校，文化施設，社会教育施設，福祉施設，医療機関
等との間の協力の促進に努める。

※法第33条

・　文化芸術各分野において顕著な成果を収めた者(団体)
や，文化芸術の振興に寄与した者(団体)に対して積極的に
顕彰を行う。

・　これまで顕彰の機会が少なかった文化芸術の分野や幅広
い年齢層も視野に入れ，文化芸術活動で顕著な成果を収め
た者や，文化芸術の振興に寄与した者に対して積極的に顕
彰を行う。

※時点修正

※法第34条

（同） ・　各施策の企画立案，実施，評価等に際しては，芸術家
等，学識経験者その他広く国民の意見を求め，これを十分
考慮した上で政策形成を行う。

（ ） 各 域 方 体 担

　文化芸術の振興に関する政策の形成に当たっては，より多
くの国民の意見等を集約し，反映させていくことが重要であ
ることから，次の施策を講ずる。

（4）関係機関等の連携等

　関係機関等の連携を通じ，文化芸術の振興に関する施策を
効果的に推進するため，次の施策を講ずる。

（5）顕彰

（6）政策形成への民意の反映等（6）政策形成への民意の反映等

　（同）

（4）関係機関等の連携等

　（同）

（5）顕彰
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（同） ・　各地域において，国及び地方公共団体の文化行政担当
者，芸術家等，文化芸術団体等が，各地域の文化芸術を取
り巻く状況や活動の実態，文化芸術の振興のための課題等
について，情報や意見の交換を行う場を積極的に設ける。

（同） ・　文化芸術の振興のための基本的な政策の形成や，各施策
の企画立案及び評価等に資する基礎的なデータの収集や各
種調査研究の充実を図る。

・　文化芸術施策の評価について，文化芸術各分野の特性を
十分に踏まえ，定量的な評価のみならず定性的な評価も活
用し，質的側面を含む適切な評価方法の確立を図る。

・　文化芸術施策の評価の方法について，文化芸術の各分野
の特性を十分に踏まえ，定量的な評価のみならず，定性的
な評価を含む適切な評価方法の開発に関する検討を行う。

※適正化
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